
スがやろうとしていることは、私たち AWS に
とっても大変有意義なチャレンジ』という力強
い言葉をいただき、一緒に走り出すことに決め
ました」

大きく 2 つの内容で DXを推進
2028 年までに基幹システムを
AWS 上でモダナイズ

ここからプラスの DXは、大きく 2 つの内容で
進められていくことになります。
1 つは既存システムの改善をめざす「現状改善
プロジェクト」です。AWS プロフェッショナル
サービスの支援を受け、長年の歴史で社内カン
パニーや子会社ごとにサイロ化された組織、シ
ステム等の現状把握から開始しました。グラン
ドデザインと実行計画を策定後、約 40 名のプ
ラス社員と AWS メンバーで編成されたデジ
タル統括部門を設置しました。開発手法として
は、すべてのチームメンバーが同時に同じタス
クに取り組む「モブプログラミング」を採用。社
内のエンジニアが複数のチームに分かれ、ア
ジャイル開発によって社内システムのマイクロ
サービス化を進めています。
「社内の開発者が自分たちでどうあるべきか考
え、API を活用したエコシステムを AWS 上に
作りつつあります。これによって、以前は 2 年
かけて全体を作り上げていたシステム開発の
あり方が、1 機能 1 週間で作って事業側の
フィードバックを得てより良いものを作る、と

いった俊敏なものに変化しました。このような
スピード感のある開発は、内製でなければ不可
能でした」
もう 1 つは、2028 年以降の「アフター DX」を
見据えた取り組みです。それぞれの業務現場
が顧客や市場の変化を察知し、その上で何を
行うべきかを考えられるという企業文化を作り
上げようとしているのです。
「エコシステムが完成した後に何を行うのか、ま
だ何も決まっていません。しかし DXによって
どのような可能性が生まれるのかは、ぜひとも
全社員に理解して欲しい。そのために社内ポー
タルで DXに関する情報を動画などで発信し
つつ、業務現場の責任者を巻き込みながら、
DXの輪郭を明確にする作業を進めています。
また IT に詳しくない社員にも理解しやすいよ
うに、社内のさまざまな業務に関する『DXによ
る課題解決のヒント』を 4 コマ漫画にまとめた
コンテンツを作成し、今後400近いマンガを発
信していきます」

DXはシステムではなく経営の重要課題
社長が深く関与しない DXはありえない

このような取り組みと並行して、アフター DX
に実現可能な新規事業のタネを全社員から募
る「次世代コアビジネス創造プログラム」もス
タート。その一環として「スプリント」と呼ばれる
アイディアソンを開催しています。
「2021 年に『スプリント 1』を実施し、3 年間

で『スプリント 3』まで進んできました。これらに
共通するテーマは『顧客志向で考える』『大きく
変える』『失敗を恐れない』というものであり、そ
の先生役を務めてくれたのも AWS のプロ
フェッショナルサービスのみなさんです」
これらのスプリントから、新たなビジネススキー
ムも生まれ始めています。その 1 つとして今泉
氏が挙げるのが、2023 年 12 月にスタートし
た「タベレル」です。アフターコロナでオフィス
の在り方と働き方が変わった背景から、会社と
従業員双方の顧客体験向上に着目した事業で
す。最新の冷凍技術を活用し、「会社で、本格的
なグルメをタベレル」体験を提供しています。最
近では在宅勤務に慣れた社員がオフィスに戻っ
てこないと悩む経営者が増えていますが、これ
までになかった魅力のあるオフィスにすること
で社員が戻り、生産性向上やコミュニケーショ
ン活性化につなげられると期待されています。
このような新たなビジネスを立案する上で重視
しているのは、「顧客体験を深く考え、新たな価
値を提供する」ことに加え、取引先や社員、社会
をハッピーにできることだと今泉氏は語ります。
「三方良し」ならぬ「四方良し」を意識すること
で、「社会最適」を目指していくと言います。
「DXはシステムの話ではなく経営そのもので
あり、間違いなく社長が担うべき仕事の 1 つ
です。そのために、DX 推進の現場と緊密に連
携しながら、私自身がその内容を深く理解しよ
うと務めています。社長が深く関与しない DX
はありえません」

AWS Leaders’ Voice   ─ クラウドによるイノベーションとリーダーたちのインサイト ─

コロナ禍の影響などにより
オフィス関連ビジネスに逆風が吹き荒れる

1948 年に設立され、2023 年に 75 周年を
迎えたプラス株式会社。文具の卸売からス
タートした事業は、文具製造や家具製造といっ
たサプライチェーン上流に拡大し、さらにアス
クルの創業など顧客満足の最大化のために既
存の商流の仕組みを大胆に見直し変革も行っ
てきました。「過去の生業にこだわらず、常に新
しい価値・満足を生み出していこうというの
が、プラスの DNA です」と語るのは、代表取
締役社長を務める今泉忠久氏です。現在はオ
フィス関連の事業を幅広く手がけ、従業員数も
グループ連結で約 8,100 名に上っています。
しかし 2020 年 7 月に社長に就任した時に
は、本当に会社が存続できるのか、強い危機感
があったと振り返ります。
「当時はコロナ禍が始まった頃で、ペーパーレ
ス化が一気に進み、オフィス不要論も議論され
始めていました。またそれ以前から生産年齢人
口が減少しており、これもオフィス関連ビジネ
スにとって大きな逆風になっています。もう既
存ビジネスでは生き残れないかもしれない、と
すら考えていました」
このような危機感の中、今泉氏が最初に行っ
たのは、社内の現状に目を向けることでした。
以前は常に「外向きの姿勢」でビジネスを展開
し、常に先へ先へと進んでいた会社でしたが、

その足元を改めて見つめ直すことにしました。
その過程で明らかになったのが、さまざまな
「非効率」の存在でした。
「会社の成長に伴い社内カンパニーが増えて
おり、それぞれ個別のシステムを保有していま
した。これらは個別最適な形で運用されてお
り、会社全体で新しい取り組みを進める際の足
枷になっていたのです。まずはこの状況を変
え、『One PLUS』を実現しなければなりませ
ん。同じ危機感を持つ仲間と共に、 DX を進め
ることにしました」

アスリート体質の 3 つのキーワード
実現のパートナーに AWS を選択

2020 年 8 月には社長直轄の形で DX への
取り組みをスタートしました。その基本的な考
え方について、今泉氏は次のように語ります。
「世の中では『まずやりたいことを明確にしてか
ら DX に取り組むべき』『DXは手段であり目的
ではない』という議論が一般的だと思います
が、私自身はそうではないと考えています。5 
年先すらわからない世の中で、その先に何を目
指すべきなのか、本当に語れるわけがないから
です。では、どうすべきなのでしょうか。それは、
20 年後にどんな『やりたいこと』が出てきて
も、それに向かって素早く動ける『アスリート体
質』を作り上げることです。体幹や筋肉、それら
を動かす運動神経がしっかりしていれば、どん

なスポーツでもやり遂げられるはずです。実際
にどのスポーツをやるのかは、体質を身につけ
てから選べばいい。これが DX に対する私の
基本的な考え方です」
では「アスリート体質」とは、具体的にどのような
ものなのでしょうか。そのキーワードとして挙げ
たのが、「フレキシビリティ」「アジリティ」「ローコ
ストオペレーション」です。そのためには、システ
ム、業務、組織、人といったさまざまな面で変革
を進める必要がありますが、社内にその知見が
なかったため、まずは外部の有識者からの提案
を募ることになります。複数のコンサルタント、シ
ンクタンク、IT ベンダーに声をかけ、コンペティ
ション形式で参加してもらいました。このコンペ
で最終的にパートナーとして選ばれたのが アマ
ゾン ウェブ サービス（AWS）でした。
「AWS の提案はそれまでの提案とは全く異な
るものでした。他の会社は具体的な『あるべき
姿』と『未来の顧客体験やビジネスモデル』を提
示していたのですが、AWS からは『事業や顧
客を最もよく知るプラスが自分自身で考えてく
ださい。AWS は、Amazon 自身が事業会社
としてさまざまな変革を起こして学んできた知
見やノウハウを全面的に提供することで、プラ
スがアスリート体質になる変革に伴走します』
と言われたのです。この提案を受け、「自分の会
社の 未来の事業を作るのを他人に委ねるべき
ではない」と気づき、目が覚める思いがしまし
た。すぐに AWS の長崎社長とも面談し、『プラ

生き残りに不安を抱えながら社長に就任
同じ危機感を持つ社員と DX の推進に着手
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目指すのは「アスリート体質」の実現
経営トップが AWS と共にチャレンジする
全員参加の DX

プラス株式会社 代表取締役社長

今泉 忠久 氏
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ご利用の主なサービス
• AWS プロフェッショナルサービス
• AWS Lambda
• Amazon Elastic Container Service 

(Amazon ECS)
• Amazon Location Service

ビジネスと IT 面の課題
• カンパニーごとに個別最適になって
いたシステムの全体最適化とモダ
ナイズ

• どのようなビジネスにも対応できる
「アスリート体質」の実現

実施施策
• AWS を活用した既存システムの
マイクロサービス化

• 次世代コア事業を生み出すため
のカルチャー変革

今後の展望
• 2028 年までにすべての社内システム
を AWS 上へ

• 新たな収益の柱になりうる新規事業
を生み出す

DX で目指すべきは、将来どのような『やりたいこと』ができても、
それに対応できる『アスリート体質』を作り上げることです。
俊敏で柔軟な企業体質づくりのために、テクノロジーの活用と
顧客中心のカルチャー醸成をトップがリードすべきだと思います。

プラス株式会社      代表取締役社長

今泉 忠久 氏


